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三遠南信地域連携研究センターでは、越境地域政策研
究拠点として、共同研究の質的向上と研究参加の拡大に
むけ、「一般共同研究」「地域間交流研究」の 2 種類の
共同研究の公募を実施している。
2013 年度は、越境地域政策研究の基盤づくりを目的
として、特定の越境地域（国内・国外）における産・官・
学の研究者や行政関係者によるシンポジウム・研究会等
の研究交流事業を中心とした「地域間交流研究」を募集
した。公募委員会で 5 件が採択され、5 つの地域で「地
域間交流研究」が進められた。以下は、その実績（概略）
である。
「越境地域政策研究拠点」
公募研究
「地域間交流研究」実績報告（2013 年度）
Ⅰ
テーマ
県境地域における交通弱者（医療難民、買物難民）問題解決のための地域行政・大学・
産業間共同研究ネットワーク構築に関する基礎的調査
対象地 筑後川流域地域：佐賀県（鳥栖市・基山町）・福岡県（久留米市・小郡市）
代表者 堀尾容康（国立大学法人九州大学産学連携センター・教授）
Ⅱ
テーマ 中国山地を横断した地域再生に関わる共同研究
対象地 中国山地を中心とした中国地方五県
代表者 藤山浩（島根県中山間地域研究センター・研究統括監）
Ⅲ
テーマ 中海宍道湖大山圏域における中海自然再生に向けた環境学習拠点づくりに関する研究
対象地 中海宍道湖大山圏域：島根県・鳥取県県境地域
代表者 細田智久（米子工業高等専門学校・准教授）
Ⅳ
テーマ 県境を越えた復興支援・交流事業に関する研究
対象地 青森県（八戸市）・岩手県（二戸市・久慈市・野田村）
代表者 丹羽浩正（八戸学院大学・副学長）
Ⅴ
テーマ 中国内モンゴル自治区省境地域における産業連携
対象地 中国内モンゴル自治区
代表者 銭貴霞（中国内蒙古大学経済管理学院・教授）
【「地域間交流研究」テーマ一覧（2013 年度）】
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Ⅰ　筑後川流域地域（佐賀県（鳥栖市・基山町）・福岡県（久
留米市・小郡市））
１．テーマ
県境地域における交通弱者（医療難民、買物難民）問題
解決のための地域行政・大学・産業間共同研究ネットワー
ク構築に関する基礎的調査
２．申請者（所属組織）
堀尾容康（九州大学産学連携センター・教授）：代表者
吉村茂（九州大学九州 PPP センター）
後藤厳寛（佐賀大学産学地域連携機構・特任准教授（地
域連携コーディネーター））
３．期間
2013 年 12 月から 2014 年 3月まで
４．目的
鳥栖市（佐賀県）、久留米市（福岡県）の地方中核都
市に挟まれる県境コミュニティの基山町（佐賀県）、小
郡市（福岡県）を対象として、これら４都市における住
民組織と行政、大学、産業の連携によって、主に自動交
通システムとそれらを可能とする制度整備に関する研究
を目的として、九州大学と佐賀大学が協力した研究交流
を行う。
５．実績概要
①鳥栖市（佐賀県）、久留米市（福岡県）の地方中核
都市に挟まれる県境コミュニティの基山町（佐賀県）、
小郡市（福岡県）を対象として、これら４都市における
住民組織と行政、大学、産業の連携によって、主に自動
交通システムとそれらを可能とする制度整備に関する情
報交流を中核として、②国内事例として長野県信濃町に
おける事例研究を行った。また、③外国の事例としてマ
レーシアの官民連携による交通管理についての調査を
行った。これらに基づき、後述のシンポジウム等におけ
る研究発表等を実施した。
６. 今後の展開
2013 年度の実績に基づき、引き続き事例研究及び制
度設計に関する検討を進めることとしている。
７．実施状況
名称：日本農村生活学会九州支部　公開セミナー
日時：2014 年３月 21 日午後１時～４時
場所：佐賀市民活動センター（佐賀県佐賀市）
参加状況：機関数 10、参加人数 30 人、延べ人数 60 人
関連資料：2013 日本農村生活学会九州支部第２回研
究セミナー（http://ruralife.ac.affrc.go.jp/sympo 
sium/2013kyusyu2.pdf）。
区分 機関数 参加人数 延べ人数
学内（代表者法人内） 2 10 20
国立大学
公立大学
私立大学 2 10 20
大学共同利用機関法人
独立行政法人等
公的研究機関
民間機関 6 6 12
外国機関
その他 2 4 8
計 12 30 60
８．その他実績
• 英エジンバラ大学地質科学研究センターにおける新技
術の地域導入に関する日本側事例研究の１つとして発
表。
• 公開シンポジウム発表、堀尾容康、愛知大学三遠南信
地域連携研究センター『越境地域政策研究フォーラ
ム』、2014 年 2 月 14 日、於・愛知大学豊橋校舎。
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Ⅱ　中国山地を中心とした中国地方五県
１．テーマ
「中国山地を横断した地域再生に関わる共同研究」
２．申請者（所属組織）
藤山浩（島根県中山間地域研究センター・研究統括監）：
代表者
小田切徳美（明治大学農学部・教授）
田村尚志（山口県総合企画部中山間地域づくり推進課交
流推進班・主幹）
今井裕作（島根県農業技術センター技術普及部専門・農
業普及員）
山邉勝（農業農村活性化研究所・代表）
入江嘉則（神石高原町役場まちづくり推進課・課長）
金成政博（（社）農山漁村文化協会・編集者）
白石絢也（Space for Regional Design・代表）
高橋正也（島根県中山間地域研究センタ ・ー嘱託研究員）
３．期間
2013 年 12 月から 2014 年 3 月まで
４．目的
本研究交流は、「中国山地＝地域再生のフロンティア
研究会」を中核として、中国 5 県の越境地域に広がる
中国山地で胎動している地域再生の取り組みについて幅
広い視点から課題と可能性を共有するシンポジウムを開
催し、広く全国の中山間地域の地域再生に向けて、必要
とされる条件整備ならびに政策体系について提言を行お
うとするものである。
５．実績概要
「中国山地＝地域再生のフロンティアシンポジウム」
を開催した。内容は「中国山地＝地域再生のフロンティ
ア研究会」のメンバーによる、①基調対談『中国山地＝
地域再生のフロンティアの可能性と展開』、②リレートー
ク「地域の『新しいかたち』を創る具体的な仕組み、条
件を提言します！」、③まとめトーク「ここから、これ
から始まる地域再生フロンティア宣言」で、全国の越境
地域に広がる中山間地域再生への提言を行った。
６. 今後の展開
全国に先んじて芽生える新しい地域活性化の仕組み、
「過疎の『先進地』中国山地がこれからの地域再生、ひ
いては日本社会全体がめざし、転換すべき進路を指し示
す先進地になる !」、このテーマをまとめた地域活性化
の方策を考えるシンポジウムでは、地域活性化に関する
様々な提言があり、中国地方の中山間地域の地域再生へ
の方策を、分野を横断して共有していきたい。
７．実施状況
名称：中国山地＝地域再生のフロンティアシンポジウム
日時：2013 年 1 月 10 日（金）
場所：松江テルサ・７階ドームシアター
概要：シンポジウムは、中国山地＝地域再生のフロンティ
ア研究会が中心となり、中国山地の現場発の実践
と研究の成果を紡ぎ、まず県境を越えてしっかり
と共有した上で、全国へと発信した。
登壇者：6 名（機関数 6、人数、延べ人数 6）小田切徳美、
藤山浩、田村尚志、山邉勝、今井裕作、入江嘉則。
参加状況：170 名
関連資料：シンポジウム報告書（http://www.pref.shim 
ane.lg.jp/chusankan/index.data/h25_kenkyuka.
pdf）。
区分 機関数 参加人数 延べ人数
学内（代表者法人内） 1 1 1
国立大学 １ ２ ２
公立大学
私立大学 1 1 1
大学共同利用機関法人
独立行政法人等
公的研究機関 3 3 3
民間機関 1 1 1
外国機関
その他 - 162 162
計 ７ 170 170
８．その他実績
• 中国山地＝地域再生のフロンティア研究会『地域再生
のフロンティア 中国山地から始まる この国の新しい
かたち』農文協、2013 年 11 月。
• 公開シンポジウム発表、藤山浩、愛知大学三遠南信地
域連携研究センター『越境地域政策研究フォーラム』、
2014 年 2 月 14 日、於・愛知大学豊橋校舎。
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Ⅲ　中海宍道湖大山圏域、島根県・鳥取県県境地域
１．テーマ
中海宍道湖大山圏域における中海自然再生に向けた環境
学習拠点づくりに関する研究
２．申請者（所属組織）
細田智久（米子工業高等専門学校建築学科・准教授）：
代表者
熊谷昌彦（米子工業高等専門学校建築学科・教授）
徳岡隆夫（認定 NPO 法人自然再生センタ―理事長（島
根大学・名誉教授））
３．期間
2013 年 12 月から 2014 年 3月まで
４．目的
中海自然再生協議会と圏域市長会の枠組みを活用し、
中海自然再生に必要なそれぞれの地域の住民や企業の環
境意識を高めるための政策課題とそのあり方、および環
境学習の拠点づくりを目指した研究交流を実施する。
５．実績概要
地域の住民や企業の環境意識を高めるための政策課題
とそのあり方、および環境学習の拠点づくりを目指した
研究交流として、シンポジウム「中海自然再生に向けた
取り組みと環境学習拠点づくり」を実施した。
シンポジウムは、①講演「汽水湖・浜名湖での環境学
習活動について」窪田茂樹氏（NPO 法人はまなこ里海
の会）、②米子高専専攻科生課題成果発表「中海の環境
学習拠点構想案の発表」、③パネルディスカッション「中
海自然再生と環境学習拠点づくりについて」の構成で実
施した。
６. 今後の展開
研究交流を今後継続的に行う中で、この環境拠点整備
構想を圏域市長会の環境教育機会充実に向けた将来政策
への導入検討、現在行われている湖上観察学習などの拠
点整備に向けた将来イメージとしての活用も検討してい
く。　
７．実施状況
名称：シンポジウム「中海自然再生に向けた取り組みと
環境学習拠点づくり」
日時：2014 年 3 月 7 日（金）14:00-17:30
場所：米子市文化ホール　イベントホール
概要：窪田茂樹氏（NPO 法人はまなこ里海の会）を講
演者にお迎えし、中海と同じ汽水湖での環境学習活動の
取り組みについて意見交換を行った。
引き続き、米子高専専攻科建築学専攻の学生が 3 チー
ムで構想を進めてきた「中海の環境学習拠点構想案」に
ついての発表を行った。これらの成果を話題として、窪
田茂樹氏、戸田敏行氏（愛知大学地域政策学部教授）、
徳岡隆夫氏（NPO 法人自然再生センター理事長）、柏原
良彦氏（国土交通省出雲河川事務所水環境課長）、持田
健二氏（中海・宍道湖・大山圏域市町会事務局）の方々
によるパネルディスカッションを実施した。
参加状況：40 名（機関数 9、参加人数 40 名、延べ人
数 69 名）
区分 機関数 参加人数 延べ人数
学内（代表者法人内） 1 14 28
国立大学 1 5 5
公立大学
私立大学 1 1 1
大学同利用機関法人
独立行政法人等
公的研究機関
民間機関 4 15 30
外国機関
その他 2 5 5
計 9 40 69
関連資料：シンポジウム「中海自然再生に向けた取り組
みと環境学習拠点づくり」実施報告書。
８．その他実績
• 第 3 回中海自然再生協議会（2014 年 2 月 22 日土曜、
13:30 ～ 16:00、境港商工会議所 3 階大会議室）にお
いて、研究成果を発表した。
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Ⅳ　青森県（八戸市）・岩手県（二戸市・久慈市・野田村）
１．テーマ
県境を越えた復興支援・交流事業に関する研究
２．申請者（所属組織）
丹羽浩正（八戸学院大学・副学長、ビジネス学部長・教
授）：代表者
田中哲（八戸学院大学・学長補佐、ビジネス学部・教授）
田村正文（八戸学院大学ビジネス学部・専任講師）
河村信治（八戸工業高等専門学校・副校長、総合学科・
教授）
熊谷浩二（八戸工業大学・社会連携学術推進室長、基礎
教育研究センター・大学院土木工学専攻・教授）
大坪秀一（三圏域連携懇談会総合調整連絡会議・議長（八
戸市総合政策部・部長））
３．期間
2013 年 12 月から 2014 年 3 月まで
４．目的
本研究においては、震災復興支援及び三圏域連携懇談
会について現状と課題を明らかにし、「八戸市都市研究
検討会」における地域連携及び研究交流を基礎として、
越境地域政策基盤政策にどのようなインプリケーション
があるのかを探ることを目的とする。
５．実績概要
第一に、「研究会」を組織してそこでの発表をもとに
シンポジュウムを行った。まずは、越境地域政策研究の
拠点が八戸にできたことが大きな意義を有するものと思
われる。というのもこれまで、今日の報告にあったよう
に、歴史的に「広域連携」活動が盛んな地域において、
それを理論的に探究し、政策的課題を明らかにし、具体
化していくうえで、重要な研究拠点となる可能性を秘め
ているからである。
第二に、越境地域政策におけるテーマの多様性である。
このことは、住民生活の多様性の反映でもある。今回の
シンポジュウムでは、「地域連携」「産業」「防災」とい
う三つのテーマが取り上げられた。
・関連資料：越境地域政策研究拠点「地域間交流研究」
報告書（青森県・岩手県境地域）、2014 年 3 月。
６. 今後の展開
今後の課題としては、第一に、この研究会を継続させ
ながら、越境地域政策に係る研究テーマを掘り起し、深
めていくことである。第二に、「産学官」連携活動とし
て展開していくことの意義及び必要性を再確認していく
ことである。また、実際の事業展開においては、事業に
係る資金をどのように「ねん出」していくかという課題
の解決の方向を探ることが必要である。そのためにも、
「産学官」連携に「金」を加えること、すなわち、金融
機関等との連携も視野に入れていく必要がある。　
７．実施状況
名称：地域間交流研究会
日時：2014 年 1 月 29 日（水）　18：30 ～ 20：00
場所：八戸学院大学　図書館　チャペル
概要：当地域における越境地域政策に係る現状と課題を
探るために、「地域間交流研究会」を開催
参加状況：7 名（機関数 5、参加人数 7　、延べ人数 7）
名称：県境を越えた地域づくりシンポジュウム
日時：2014 年 2 月 18 日（火）　18：30 ～ 20：00
場所：八戸ポータルミュージアム「はっち」　5 階
概要：「地域間交流研究会」での報告・議論をふまえて、「県
境を越えた地域づくりシンポジュウム」を実施
参加状況：9 名（機関数 2、参加人数 9、延べ人数 9）
区分 機関数 参加人数 延べ人数
学内（代表者法人内） 1 5 5
国立大学
公立大学
私立大学 1 1 1
大学共同利用機関法人
独立行政法人等
公的研究機関 1 1 1
民間機関
外国機関
その他 4 9 9
計 7 16 16
８．その他実績
• 公開シンポジウム発表、丹羽浩正、愛知大学三遠南信
地域連携研究センター『越境地域政策研究フォーラ
ム』、2014 年 2 月 14 日、於・愛知大学豊橋校舎。
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Ⅴ　中国内モンゴル自治区
１．テーマ
中国内モンゴル自治区省境地域における産業連携―原料
乳の越境的取引を中心に
２．申請者（所属組織）
銭貴霞（中国内蒙古大学経済管理学院・教授）：代表者
郭暁川（中国内蒙古大学経済管理学院・教授）
張启鋒（中国内蒙古大学経済管理学院・講師）
陳兵（中国乳業協会・主席エコノミスト、『中国乳業年鑑』
編集部・副主任）
劉高飛（中国蒙牛乳業グループ原料乳事業部・総経理（部
長・統括マネージャー））
３．期間
2013 年 12 月から 2014 年 3 月まで
４．目的
本研究交流の目的は、内モンゴル自治区の基幹産業で
ある乳産業に焦点を当て、越境的な側面から原料乳収集
の現状を把握・分析し、研究交流を通じて、乳産業を中
心とする越境地域政策研究コミュニティの形成を目指
し、その上で乳産業における越境的な地域政策のあり方
について検討する。
５．実績概要
中国の酪農家には搾乳と運搬の設備を備えていないた
め、酪農家と乳製品加工企業をつなぐ中国の独特なシス
テムである「搾乳所」が存在している。通常、搾乳所が
集乳にあたる牛乳の価格を決定する。そのため、集乳価
格は搾乳所が立地する各地域の産業政策などに左右され
る。こうした現状をふまえ、2014 年 1 月に、内モンゴ
ルと黒龍江省の省境地域を中心に「越境的な原料乳の収
集」などに関する現地調査を実施した。
その一部の成果を 2014 年 2 月 14 日に開催された『越
境地域政策研究フォーラム』にて発表した。
６. 今後の展開
当分、中国の原料乳供給不足の現状が継続し、短期間
内には原料乳収集価格が上昇する傾向にある。合理的な
越境的な原料乳の収集は必要であり、酪農利益にとって
も有利である。内モンゴルと黒龍江省は、原料乳の生産
に対して歩調を合わせ、両地域の総合的な政策を策定し、
乳産業の共同発展に促進する必要がある。
政府は、協調的政策を策定するにあたり、マクロコン
トロール機能を発揮できるような配慮する必要がある。
その意味で、今後、本研究の成果を実際の政策現場に提
言していく予定がある。
７．実施状況
名称：完達山乳業ハルビン本社での交流会
日時：2014 年 1 月 8 日
場所：完達山乳業ハルビン本社ビル
概要：原料乳の越境的取引、生産状況、乳業政策などに
ついてのヒアリング
名称：黒龍江省牧畜局での座談会
日時：2014 年 1 月 8 日
場所：黒龍江省牧畜局乳業弁公室
概要：黒龍江省の農業・乳産業政策などについて
名称：内モンゴル自治区扎蘭屯市産業化弁公室での座談
会
日時：2014 年 1 月 11 日
場所：内モンゴル自治区扎蘭屯市産業化弁公室
概要：内モンゴル自治区扎蘭屯市の産業政策、乳産業の
状況などについて
区分 機関数 参加人数
（院生）
延べ人数
（院生）
学内（代表者法人内） 1 4（2） 4（2）
国立大学
公立大学
私立大学
大学共同利用機関法人
独立行政法人等
公的研究機関
民間機関 1 2 2
外国機関
その他 3 8 8
計 5 14（2） 14（2）
８．その他実績
• 公開シンポジウム発表、郭暁川、銭貴霞、愛知大学
三遠南信地域連携研究センター『越境地域政策研究
フォーラム』、2014 年 2 月 14 日、於・愛知大学豊
橋校舎。
